これからのパーソナルアシスタンスのサービスモデルを考える　　　　　2005.01.08






             　　　リソースセンター　いなっふ　岡部 耕典

　ダイレクトペイメントを前提とした各国のパーソナルアシスタンスのためのサービスモデルを紹介し、日本における障害種別を超えた自律／自立支援のモデルを検討する。

モデル１　セルフマネジメント方式（個人査定＆個人雇用）

・・・カナダ・オンタリオ州の身体障害者に対するダイレクトファンド（ＤＦ）方式

・完全な個別ダイレクトペイメントと個人雇用の制度（一般のサービスと選択可能な制度）

・自己査定による申請を、当事者による協議（pier evaluation）により決定する。

・ただし、制度利用については利用者の「適格性」が問われ、利用者枠および介助時間の上限がある。

１）申請書の作成
個々の利用者が、申請書に概ね１週間に必要な介助内容と時間を記入し、一時的に必要な介助や代替介助も含めた１ヵ月分の必要介助時間をもとに、保険料や事務費などを加えて必要な総額を記入し、ＣＩＬ経由でＩＬＲＣ（当事者により運営されている地域自立生活リソースセンター）の選考委員会に提出

２）ピア・エバリュエーション（障害当事者による査定）
その地域でＤＦを利用している当事者が複数（３名）選ばれ、申請内容が正当か、申請者はＤＦのセル

フマネージャーとして適切か、などについて検討される。（介助支給量の決定には、ＡＤＬ評価などの

医学レベルでの専門家による評価は一切入らない。）また、申請者は、不服があれば、再審査請求をすることができる。（ほとんどないらしいが・・・）

３）ただし、ＤＦは、全ての障害者にとって普遍的な制度ではないし、限界もある

・身体障害者に限定。

・利用にあたっての「自己管理」および「介助マネジメント能力」「適格性」が必要。


・利用定員（７００名）が設けられており、待機者（１００名）がいる。


・介助時間は、最大１日６時間以内（月１８０時間）の範囲
【モデル１の特徴】

「自己管理」および「介助マネジメント能力」「適格性」および、介助時間の「上限」を前提として、最大限の自由度が確保される。（制度の「自由度」と「要求能力×給付総額」は反比例の関係にある）

モデル２　パーソナルアシスタンス方式（共同組合雇用＆個別契約）


 ・・・スウェーデン・ＳＴＩＬ（ストックホルム自立生活共同組合）・アドルフ・ラツカ

・障害当事者が運営する共同組合が、アシスタントの法的な雇用および給付雇用管理事務作業の受け皿となる。

・障害当事者それぞれが給付に対する個別の「予算」をもち、共同組合の共通事務と共通訓練費用を負担する。

・アシスタント募集は、各自が行い、アシスタントの雇用・訓練・介助プランの作成に責任をもつ。

1） 利用資格

・あらゆる年齢層・タイプの障害者

・市当局の提供するホームヘルプサービスは、「法的に受ける権利はあるが、その質はうけいれられないという考え方をもつ」(p.120) こと

２）給付管理
・ソーシャルワーカー（行政官）が行う。

・根拠法は、ＬＳＳ法。イン・ホームプログラムに対する市と国の負担の割合は、６５：３５。(p44)

・「（カリフォルニアのような）その人のニーズの程度を決める正式の実施要項」(p.42)はない。「家族の状態」「住宅の手配」「ライフスタイル」を含む「一人の人間の生活全体を考慮する」(p.42)ことで行われる交渉過程でおこなわれる。


　・サービス提供時間には制度的な上限はない。

３）サービスモデルの例（ラツカ氏の場合）

・月の獲得予算＝１日１８時間のＰＡ×時給２７．７ドル×３１日＝約１６０万円（１ドル１０５円）*1

・予算の使い方は、利用者のイニシアティブ。（ラツカ氏の場合、３分の２は、アシスタントの賃金および社会保険費用、１８％はＳＴＩＬの共通事務および訓練プログラムの費用、残りは、アシスタントの食事代・移動費用・募集費用他の諸費用 p.121）


・２人のペアのアシスタントを雇用し２昼夜交替制＋共同組合の負担金

【モデル２の特徴】


自己査定でない分、給付の上限はなく、対象も幅広い。


ただし、アシスタントのコントロールおよび金銭管理は利用者自らが行わなくてはならない。

モデル３　自己決定／受給者本位モデル（自己決定支援×パーソナルアシスタンス）

・・・アメリカ・発達障害者における自己決定運動
　　　・９０年代米国・自己決定に基づく地域生活とサービス利用を求める運動に基づく試行事業

・「供給者本位から受給者本位へ(from supply side control to demand side control)」

・ダイレクトペイメント・本人中心計画(person centered plan)・個人予算（personal budget）
　　　・ホームヘルプサービスと地域福祉サービス利用援助事業の一体化（財産管理と身上監護を含めた手段的な権利擁護を行い、実体的な権利を奪う成年後見制度の適用を排除）

自己決定／受給者本位モデルにおける受給とサービスの利用




受給代行　　　　　　　　　 支払代行





受給支援・アドボケイト　　　　　　　　　　　契約支援・モニタリング


同じ、ダイレクトペイメントを基本とするしくみだが、「知的障害者の自己決定」を焦点化したしくみであり、オンタリオ州のＤＦ方式と基本的に異なるのは、

・認定は、ピア・エバリュエーションではなく、福祉事務所から業務委託をうけたリージョナルセンター。

・会計支援者と支援仲介者という「自己管理・介助マネジメント支援者」がつく。

・ケアマネージャーはいない。

・受給管理は当事者参画保障＆交渉決定(Person Centered Planning)であり、制度的な給付の上限はない。
＜自己決定運動における受給者本位モデルの特徴＞
	決定の形式
	一般の地域サービス
	自己決定／受給者本位モデル

	受給資格の決定
	州もしくはその委託機関が医学的診断に基づき判定する．
	←同左

	必要なサービスの種類と量の決定
	州もしくはその委託機関（地域センター）のケースワーカーが，利用者の必要を判断し，プログラムされたサービスメニューに利用者を当てはめる．
	支援仲介者が，利用者の家族や支援者と共に、「本人主体の計画（Person Centered Planning）」に基づき，利用者の選択・興味・必要の自己決定を支援する．

	だれがサービス事業者を選ぶか
	州が事業者と総合契約を行い，利用枠と資金を勘案しながら，利用者を当てはめる．
	利用者が（時には家族の支援を得て）が選択し，州は，その選択を認める．

	誰が/どのくらい、サービス費用を払うのか
	決められた基準に従った額を，州から事業者へ直接もしくは地域センターの財政機構を通して支払う．
	会計仲介機能を利用し、銀行や決められた代理機構が，サービス事業者に支払う．また、個別会計に応じて，事業者と利用料の交渉をすることができる．

	だれがサービスの支給量を決定するのか
	州が、事業者と，適切な利用料の「交渉」をしたあとおおまかに決定する．

しばしば，州により，利用量の上限設定が行われる．
	利用可能な財源と変動する利用者の必要をどう擦り合わせるかという観点にたち，支援仲介者により交渉が行われる．

	サービスの質の

モニタリングはだれがおこなうのか
	州の認定機関・州の虐待防止通報システム・ケースワーカーがモニターをおこなう．
	利用者本人および利用者に選ばれた代理人がかまず第一のモニターである．そのうえで，事業者サービス評価のような品質保証のためのモニタリングを支援仲介者が担う．


モデル４　自己決定支援×２４時間利用・包括的支援を含む普遍的利用者



・・・・グランドデザインに対するオルタナティブの検討のために

自己査定に基づくモデル１は、自律(autonomy)の度合いが最も高いが、利用制限が厳しくなりがちで、重度の障害をもつ者に十分な給付と必要なサービスを提供できない恐れがある。これに対して、モデル２は、長時間支援を前提とできて、制度的には開かれているが、金銭管理およびサービスコーディネートに支援が必要な利用者の利用には十分ではない。

現行の支援費制度の受給決定システム・居宅介護制度をベースにして、グランドデザインのオルタナティブを検討するならば、モデル２を基本にしつつ、モデル３を合成したモデルを検討することが現実的と考える。

受給決定システム

１）利用者（／支援者）が、「生活計画」と「利用者類型」に基づき「サービス類型」別の希望サービスを記入した週単位の「生活計画（個人予算:）」を作成する。

２）「利用者類型」を参考にし、利用者の生活支援の必要量について、ラフな枠組を想定する。（要支援度がさがるほど支給決定プロセスは簡略化し、要支援Ｄは、基本的に利用者の希望どおりを決定するものとする）

３）希望するプランをはさんで、ケースワーカーと利用者（／支援者）の「話し合い（交渉：negotiation）に基づき支給決定が行われる。 要介護認定と認定審査会はなく、かわりに不服審査会がある。

４）希望する者は、受給決定額と同額をダイレクトペイメントで受け取り、既成のサービス単価・認定サービス事業者にとらわれない柔軟で効率的な使用を可能とする。（支援をうけての「適格性」を前提とする）

※交渉決定モデルと第三者判定モデル
受給調整を原理的に検討するならば，その受給の適格性(eligibility)を客観的な基準で判定することに求める方向と，受給者が自らの必要を支給決定権者に訴える交渉(negotiation)，すなわち一種の政治過程に重きをおく方向性と，異なるふたつの方向がある．このような枠組でとらえてみると，サービス費用供給過程における給付決定のありかたは，介護保険制度は、要介護認定に基づく「第三者判定モデル」であり，支援費制度は、勘案事項に基づいた「交渉決定モデル」であるといえる．

＜利用者類型＞

	利用者類型
	定義
	例示

	要支援D
	週に１～３回程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、常時ではない部分支援が必要

外出時＝慣れていない場所に行く際には支援が必要

	要支援C
	毎日３～５時間程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、毎日、部分支援が必要な人

外出時＝慣れていない場所に行く際には支援が必要

	要支援B
	毎日８時間～１６時間程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、起きて活動している間は、常時の支援が必要な人

外出時＝近所以外の外出には常時支援が必要

	要支援A
	毎日２４時間程度、介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、２４時間支援が必要な人

外出時＝近所も含めて常時の支援が必要


※必要とされる介護時間・支援時間については、日中活動や、グループホーム等の社会資源の利用状況とも組み合わせて勘案していく。
＜居宅介護類型＞

	類　型
	サービス内容

	身体介護
	入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭剃り、爪切り等

	家事援助
	調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、整理整頓等

	移動介護
	移動時の行動援護・身体介護

	日常生活

支援

（※１）
	・上記内容の身体介護、家事援助に加えて下記の内容を含むもの

・見守り（上記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む）

・コミュニケーション支援（話相手含む）

・移動介護（公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等）

・金銭利用支援（お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポート）

・話相手

・人間関係の調整

・緊急時の対応（体調不良時の病院への付添、事故、近所とのトラブル等）

	自立生活支援

（※２）
	・行政手続の援助

・金銭管理の支援（銀行口座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使い方の相談

・健康管理の支援（病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、薬の管理等）

・１週間、１ヶ月、１年という単位での生活のプラン作りの支援

・社会資源のコーディネート（ヘルパーを入れる時間の相談、事業所との調整、日中活動の場を一緒に探すこと等）

・就労の支援（求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、ジョブコーチ等）

・悩み事や日常生活で困った場合（例えばエアコンの操作がうまくできない等）への電話での対応


※１日常生活支援・・現在知的障害には適用されていない。※２自立生活支援・・現在類型としては存在しない。

・太枠の中が、ダイレクトペイメント（長時間を基本）、外が、従来型の介護（短時間を基本）

・従来の介護者及びコーディネーターの機能を、日常生活支援者と自立生活支援者の２つを基本に再編する。

・自立生活支援者とは、自己決定運動における会計支援者と支援仲介者の機能を強く意識している。
・日常生活支援者は、枠介護＆１対１支援の個別給付、自立生活支援者は、月単位の個別給付ｎのしくみでよい。

（従来型の介護は、時間単位×１対１介護）

・マイクロ・ボードの機能は、当事者団体・ＣＩＬ・居宅介護事業所が担うことを検討。（地域生活支援事業を都道府県の認可事業とし、「活用」？）
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